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２０２3年１月 

（本月報は月末現在の報道などの公開情報を大使館で取りまとめたものです）   在ポルトガル日本国大使館 

 

【主要ニュース】 

【内政】★新インフラ大臣及び住宅大臣の就任／★憲法裁判所、安楽死法案に対し違憲判決 

【外交】★レベロ・デ・ソウザ大統領、ブラジルを訪問／★ゴメス・クラヴィーニョ外相、東南アジアを訪問 

【経済】★２０２２年年間消費者物価指数の発表／★２０２２年経済成長率速報値の発表 

(上記主要ニュースには以下本文にて★が付されている) 

内政

●レベロ・デ・ソウザ大統領による新年の挨拶  

１月１日、レベロ・デ・ソウザ大統領は、国民に向け

新年の挨拶を行った。レベロ・デ・ソウザ大統領は、「一

年前は、世界、欧州、そしてポルトガルにとって飛躍、

転機、そして希望の年となるように思えた。また、希望

の年にポルトガルか変゙革を成し遂げられるよう、国民の

声を届ける者の選択は投票に委ねられた。一年後、我々

は多くを知ることになった。パンデミックは世界の一部

で未だ消滅せず、戦争が外交を追い越した。欧州資金の

活用・管理、経済成長、改革、世界における役割、戦争、

エネルギー依存、インフレに対する対応等に多くの時間

を費やさざるを得ないことを知った。ポルトガルでは他

の欧州諸国より比較的良好な状況であったにもかかわ

らず、２０２２年を好転の年にできなかった。国民は過

去６年間政権を担った政党に過半数を与えたため、与党

は過去の協力政党にも最大野党にも依存する必要がな

くなった。２０２３年は、２０２６年までの、あるいは、

もしかしたら２０３０年までのポルトガルの行方を左

右する決定的な年となるかもしれない。欧州はエネルギ

ー問題を解決し、インフレを止め、再び成長できるのか、

ハン゚テミ゙ックや戦争の影響等、緊急事態を予見し、必要

な資金を調達する条件を整えられるのか。 戦争の早期

終了に向けた行動は、我々の手の届く範囲にある。パン

デミックの再発の防止も我々の力が及ぶ範囲にある。世

界及び他欧州諸国と比べても、過半数多数という非常に

稀な政治的安定性を優位に活用することも可能である。

この戦争と不安定な時代に、平和と安定という恵まれた

状況を活用し、観光、海外投資、優秀な人材の国内への

誘致も可能なのである。」 と２０２３年のポルトガル国

民の活躍を期待した。 

 

●インテルカンプス社の世論調査結果―１月 

１月１７日、インテルカンプス社は政党支持に関する

世論調査の結果を発表した。物価上昇への対応が続く中、

与党・社会党（ＰＳ）の支持率は２６．３％（前月比０．

７ポイント減）に減少し、最大野党・社会民主党（ＰＳ

Ｄ）の支持率は２４．９％（同２．８ポイント増）と増

加した。ＰＳとＰＳＤの支持率の差は１．４ポイント（前

月比４．９ポイント減）に縮小した。その他主要政党で

は自由党（Ｌｉｖｒｅ）の支持率が増加し、人と動物と

自然の党（ＰＡＮ）の支持率は変化せず、その他、シェ

ーガ党（ＣＨ）、リベラル主導党（ＩＬ）、左翼連合（Ｂ

Ｅ）、統一民主連合（ＣＤＵ）及び民衆党（ＣＤＳ）の

支持率が減少した。同社による最近の政党別支持率は以

下のとおり。 

【ポルトガル国内政党支持率推移】 

政党 8月 9月 10月 11月    12月 23 年

1月 

PS 33.1 30.6 28.3 24.2 27.0 26.3 

PSD 22.8 24.7 24.8 22.0 22.1 24.9 
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CH 8.4 9.2 9.2 11.4 9.6 9.0 

IL 7.1 5.2 7.3 6.7 7.5 6.4 

BE 5.0 5.2 6.1 6.1 7.5 6.3 

CDU 2.2 2.9 2.6 5.4 3.8 3.1 

PAN 1.3 2.5 1.8 2.3 3.1 3.1 

CDS 0.7 1.1 0.6 1.3 1.9 0.6 

Livre 1.9 1.8 2.2 2.3 1.7 2.0 

■調査期間：１月６日～１１日、対象者：ポルトガル本

土居住の１８歳以上の有権者６５０人、調査方式：固定

及び携帯電話番号を無作為に抽出 

■ＰＳ＝社会党、ＰＳＤ＝社会民主党、ＣＨ＝シェーガ

党、ＩＬ＝リベラル主導党、ＢＥ＝左翼連合、ＣＤＵ＝

統一民主連合（ポルトガル共産党（ＰＣＰ）・緑の党（Ｐ

ＥＶ）、ＰＡＮ＝人と動物と自然の党、ＣＤＳ＝民衆党

（議席無し）、Ｌｉｖｒｅ＝自由党 

 

★新インフラ大臣及び住宅大臣の就任 

 １月４日、１２月の一部大臣及び副大臣の辞任に伴い、

新たな大臣及び副大臣の就任式が行われた。１２月に辞

任したペドロ・ヌーノ・サントス／インフラ・住宅担当

大臣が所掌していた、「インフラ・住宅」事項は「イン

フラ」及び「住宅」に分割され、ジョアン・ガランバ環

境担当副大臣がインフラ大臣にマリナ・ゴンサルヴェス

住宅担当副大臣が住宅大臣に就任した。また、健康上の

理由により辞任したマルティーニョ農業担当副大臣の

後任として就任した、カルラ・アルヴェス新農業担当副

大臣は、政治的にも個人的にも大臣就任の用意ができて

いないとして、就任翌日の１月５日に農業担当副大臣の

辞任を表明した。同副大臣の夫君は、元ヴィニャイス市

長のアメリコ・ペレイラ氏であり、同氏は地長在任時代

の汚職の疑いで検察の捜査対象となっている。 

退任大臣・副大臣及び新人大臣・副大臣は以下の通り。 

（１）退任大臣・副大臣 

ペドロ・ヌーノ・サントス／インフラ・住宅大臣 

アレシャンドラ・レイス国庫担当副大臣 

ジョアン・ガランバ環境担当副大臣 

ウーゴ・サントス・メンデス／インフラ担当副大臣 

マリナ・ゴンサルヴェス住宅担当副大臣 

ルイ・マルティーニョ農業担当副大臣 

（２）新任大臣・副大臣 

ジョアン・ガランバ／インフラ大臣 

マリナ・ゴンサルヴェス住宅大臣 

ペドロ・ソウザ・ロドリゲス国庫担当副大臣 

アナ・ゴウヴェイア／エネルギー気候担当副大臣 

ウーゴ・ピレス環境担当副大臣 

フレデリコ・レイス・フランシスコ／インフラ担当副大臣 

フェルナンダ・ロドリゲス住宅担当副大臣 

カルラ・ペレイラ農業担当副大臣（１月５日辞任） 

 

★憲法裁判所、安楽死法案に対し違憲判決 

１月４日、レベロ・デ・ソウザ大統領は、２０２２年

１２月９日に共和国議会で可決された、「医学的な死の

幇助を罪としない（積極的安楽死）法案」の合憲性を審

査するため、同法案を憲法裁判所へと移送し、１月３０

日、憲法裁判所は、法案の適用範囲となる患者の苦痛に

関する表現の一部に定義の欠如が生じていることを理

由に、同法案に対し違憲判決を下した（合憲１、違憲６）。

同判決を受け、同日レベロ・デ・ソウザ大統領は、共和

国議会への同法案の差し戻しを決定した。憲法裁判所は

２０２１年３月にも「医師の介入により死期を早めるこ

とは認められるが、その条件はより明確でなければなら

ない」と、積極的安楽死を実施する基準の不明瞭さを理

由に違憲判決を下していた。その後、同法案は２０２１

年１１月に共和国議会で再度可決されたものの、レベ

ロ・デ・ソウザ大統領が「医学的な死の幇助」を行うた

めの必要要件が明確でないことを理由に、同法案の公布

を拒否し、議会へと差し戻していた。 

 

外交 

★レベロ・デ・ソウザ大統領、ブラジルを訪問 

１２月３１日から１月２日にかけ、レベロ・デ・ソウ

ザ大統領はブラジルの大統領就任式に出席するため、ブ

ラジルを訪問した。ブラジルでは、１月１日の大統領就

任式に出席した他、１２月３１日にウクライナのスヴィ

リデンコ第一副首相との会談、１月１日にスペインのフ

ェリヘペ６世国王との非公式昼食会、２日にルーラ大統
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領との会談を実施した。ルーラ大統領との会談後には、

レベロ・デ・ソウザ大統領は「兄弟愛に満ちた短くも非

常に意義深いものであった。家族とはこのようなもので

ある。少なくとも私とルーラ大統領にとっては、多大な

時間は必要ない。１０前後の基本的な課題について議論

した。」と同大統領との良好な関係を強調した。また、

ルーラ大統領が４月にポルトガルに訪問する予定も公

表された。  

また、１月８日にブラジルで発生した暴動に対しても、

レベロ・デ・ソウザ大統領は、同暴動は憲法及び法令違

反であるだけでなく、民主主義社会において容認も許容

もできない行為であり、ブラジルで合法的に選出された

権力に対する全面的な支援及び連帯を強化する旨表明

した。 

 

●ジョアン・コスタ教育相、アンゴラを訪問 

 １月９日から１２日にかけ、ジョアン・コスタ教育大

臣はアンゴラを訪問した。同訪問は、アンゴラ教育にお

ける外部評価システムの導入に関するもので、コスタ大

臣はアンゴラのルイザ・グリロ教育大臣との会談の他、

教育評価機関、アンゴラ開発・教育評価研究所、両国の 

評価委員会の各代表とのワーキングセッションに臨ん

だ。コスタ大臣は、グリロ教育大臣との会談後、アンゴ

ラ政府が外部評価委員システムを導入したことに対し、

「より多くの情報を取得し、より良い決断ができる。ア

ンゴラとの協力は両国相互に学びをもたらす成功であ

り、非常に大きな一歩である。」と訪問の意義を述べた。 

 

★ゴメス・クラヴィーニョ外相、東南アジアを訪問 

 １月１６日から２０日にかけ、ゴメス・クラヴィーニ

ョ外務大臣はタイ、ベトナム及びシンガポールの三か国

を訪問した。ゴメス・クラヴィーニョ大臣は、１６日か

ら１７日までタイに、１７日から１９日までベトナムに、

１９日から２０日までシンガポールにそれぞれ滞在し、

各国の外務大臣とそれぞれ会談した。 

タイのドーン・ポマラットウィナイ外務大臣とは、５

００年以上続く両国外交関係について、ベトナムのブ

イ・タイ・ソン外務大臣とは経済・文化・政治分野にお

ける二国間関係の強化について、シンガポールのビビア

ン・バラクリシュナン外務大臣とは、多国間主義やエネ

ルギー転換をはじめとする二国間協力について意見を

交わした。同訪問は東南アジアのパートナー国との二国

間関係の深化を目的としており、ゴメス・クラヴィーニ

ョ大臣は２０２２年１２月のＥＵ・ＡＳＥＡＮサミット

後、初めて東南アジアを訪問したＥＵ加盟国の外相とな

った。 

 

●ゴメス・クラヴィーニョ外相、トルコを訪問 

 １月３０日、ゴメス・クラヴィーニョ外務大臣はトル

コのアンカラを訪問し、トルコのチャヴシュオール外務

大臣と会談した。同訪問は両国の外交樹立１８０周年を

記念したもので、会談では経済、防衛産業、教育及び観

光分野を中心とした二国間関係の他、ウクライナ問題、

ＮＡＴＯの拡大、アフリカ及びコーカサス地方の開発に

ついて意見を交わした。会談後の記者会見では、チャヴ

シュオール大臣が、ドローン等を製造するトルコのベイ

カー社がポルトガル政府と兵器の調達に関して協議し

ている旨明らかにし、ポルトガル政府による同社からの

兵器購入に期待を示した。会談後、ゴメス・クラヴィー

ニョ大臣はツイッター上で「温かいもてなし及び充実し

た議論に感謝したい。ポルトガル及びトルコの関係を新

たなレベルに高めるため、協働できることを楽しみにし

ている。」と述べた。 

 

●ゴメス・クラヴィーニョ外相、スロベニアを訪問 

１月３１日、ゴメス・クラヴィーニョ外務大臣はスロ

ベニアのリュブリャナを訪問し、スロベニアのターニ

ャ・ファヨン外務大臣と会談した。会談では、投資をは

じめとした二国間経済協力の強化やＥＵと地中海地域

間での関係強化について議論が交わされた。会談後、ゴ

メス・クラヴィーニョ大臣は、同国に所在するユーロ地

中海大学で行われた「地中海における持続的な開発のた

めの科学と外交」と題するパネルディスカッションに登

壇し、地中海地域の安全保障及び持続可能な開発、現在

地中海地域が直面する危機に対し外交、科学及び教育が

持つ役割について、参加者と意見を交わした。ゴメス・
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クラヴィーニョ大臣は「地中海各国が直面している課題

を乗り越えるため、我々がどのように協力できるかを議

論する機会となった。」と訪問の意義を述べた。 

 

経済 

●２０２２年１１月貿易統計の発表 

１月９日、国立統計院（ＩＮＥ）は２０２２年１１月

の貿易取引量変化に関する数値を発表した。１１月の貿

易取引量は、前年と比較し、輸出が１８．９％、輸入が

１６．２％増加し、前月との比較ではそれぞれ２１．１％、

２６．０％増加した。品目別では、自動車及び輸送用機

器が輸出及び輸入でそれぞれ２２．２％、３５．６％増

加し、石油製品及び化学製品が輸出及び輸入でそれぞれ

１００．４％、３６．０％増加した。貿易赤字は、前年

同月から１億９，８００万ユーロ増加し、２４億３，３

００万ユーロとなった。 

 

★２０２２年年間消費者物価指数の発表 

１月１８日、国立統計院（ＩＮＥ）は２０２２年１２

月の消費者物価指数（ＣＰＩ）及び２０２２年の年間Ｃ

ＰＩを発表した。１２月のＣＰＩは９．６％と、前月か

ら０．３％低下し、２０２１年４月以降初めて３か月連

続で数値が低下した。他方、インフレの指標となる食料

品及びエネルギーを除いたコアコアＣＰＩは前月から

０．１％増の７．３％を記録し、微増が続いた。２０２

２年の消費者物価指数は、前年比６．５％増の７．８％

を記録し、１９９２以降最も高い数値となった。また、

市場価格変動の影響を受けやすいエネルギー及び未加

工食料品を除いたコアコアＣＰＩも５．６％を記録し、

前年と比較し４．８％の増加となった。２０２２年、Ｃ

ＰＩは年間を通じ上昇を続け、下半期は年間平均値を上

回る状態が続いた。 

 

●短期国債の入札 

１月１８日、ポルトガル国庫公債管理庁（ＩＧＣＰ） 

は、６か月物短期国債を７億５，０００万ユーロ（平均 

利回りは２．４３５％）及び１年物短期国債を５億ユー

ロ（平均利回り２．７３９％）発行した。落札額は、６

カ月短期国債が１６億６００万ユーロ（応札倍率２．１

４倍）、１年短期国債が１９億９００万ユーロ（応札倍

率３．８２倍）となった。 

 

●コルデイロ環境・気候行動大臣、リスボンメトロ延伸

に関する入札の実施を発表 

 １月２７日、ドゥアルテ・コルデイロ環境・気候行動

大臣は、リスボンで行われたリスボン地下鉄公社設立７

５周年記念式典に参加し、リスボンメトロ赤線の延伸に

関する公開入札を実施する旨発表した。同延伸は赤線の

現在の西側の終点であるサンセバスチャン駅から４ｋ

ｍ延伸し、新たに４駅を設置するもので、欧州復興強靭

化ファシリティを利用し、総事業費５億ユーロを見込ん

でいる。コルデイロ大臣は「公共交通機関の能力増強及

び供給増加への投資があってこそ公共交通機関の利用

を促進することができる。赤線の延伸により、乗客が年

間２，５００万人増加し、１９０万台の自動車の移動及

び２万４，０００トンの二酸化炭素の排出を削減できる

見込みである」と地下鉄の役割の重要性を力説した。 

 

★２０２２年経済成長率速報値の発表  

１月３１日、国立統計院（ＩＮＥ）は２０２２年の経

済成長率速報値を発表した。２０２２年の経済成長率速

報値は６．７％となり、１９８７年以来最も高い数値と

なった。２０２２年は前年と比較し投資は減退したもの

の、旺盛な国内消費及び外需の回復が経済成長に大きく

貢献した。 

同発表を受け、フェルナンド・メディーナ財務大臣は

記者会見で「同数値は３５年ぶりの高い記録であり、ユ

ーロ圏で記録された成長率の約２倍となる。ポルトガル

は新型コロナウィルス感染症が発生する前の水準の経

済成長率を達成した国として位置づけられる。」と高い

成長率を喜び、同結果が２０２３年の目標達成への自信

と能力を更に高める旨述べた。更にインフレ率が３か月

連続で低下していることを強調し、物価についてはイン

フレ率と比例する下がり方となっていないものの、イン

フレ率の低下は２０２３年の目標（インフレ率２％）水

準に戻るための最初の一歩である旨、述べた。   （了） 


